
８．奈良モデルの新しい形８．奈良モデルの新しい形８．奈良モデルの新しい形８．奈良モデルの新しい形

（１）地域フォーラム地域フォーラム地域フォーラム地域フォーラム （地域の課題について、地域毎に、知事、地域の市町村長、住民等によるパネル

ディスカッションを開催（開催実績：H25年度２地域、H26年度２地域））

（２）地域振興懇話会地域振興懇話会地域振興懇話会地域振興懇話会 （県内の小地域別に、その地域の課題及びその取り組み方について、知事と

市町村長が議論する場を設定（４地域で開催を始めている。））

（３）テーマ別サミットテーマ別サミットテーマ別サミットテーマ別サミット （テーマを選び、有志の市町村長と議論する場合を設定）

例

• 県・市町村の教育長も交えて、統計に基づいて議論を行う、奈良県教育サミット

• ごみ処理の共同化について、有志参加で行う検討会

• 県と市町村水道の組合せの最適化を目指す「県域水道ファシリティマネジメント」懇話会

（４） 市町村政策自慢大会市町村政策自慢大会市町村政策自慢大会市町村政策自慢大会 （市町村の若手職員が、それぞれの市町村の自慢の政策をプレゼン

テーション）

（５）がんばる市町村応援表彰がんばる市町村応援表彰がんばる市町村応援表彰がんばる市町村応援表彰 （財政、組織、地域活性化の部門ごとに、外部委員の選考により、

優れた行政運営に取り組んでいる市町村を表彰）（選考委員） 財政運営部門：小西砂千夫（関西学院大学教授） 組織運営部門：辻琢也（一橋大学副学長）地域活性化部門：齊藤由里恵（徳山大学准教授）
（６）民間も含めた協働民間も含めた協働民間も含めた協働民間も含めた協働 （地域交通改善協議会 （知事、市町村長とバス事業者等と県下のバス路線

の存廃について協議を行う場））
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９．「奈良モデル」の取組が進展９．「奈良モデル」の取組が進展９．「奈良モデル」の取組が進展９．「奈良モデル」の取組が進展 （検討状況）（検討状況）（検討状況）（検討状況）

【【【【県と市町村の役割分担のあり方検討県と市町村の役割分担のあり方検討県と市町村の役割分担のあり方検討県と市町村の役割分担のあり方検討】】】】

・「県と市町村の役割分担協議会」を設置

(H20)

・「奈良モデル」検討報告書(H21)

県と市町村の具体的な業務について、

役割分担の方向性を提言

・「奈良県・市町村長サミット」の開催

(H21～)

平成21年度まで

奈良県にふさわしい県と市奈良県にふさわしい県と市奈良県にふさわしい県と市奈良県にふさわしい県と市

町村との役割分担のあり町村との役割分担のあり町村との役割分担のあり町村との役割分担のあり

方を検討方を検討方を検討方を検討

平成22～25年度

県と市町村が「奈良モデル」県と市町村が「奈良モデル」県と市町村が「奈良モデル」県と市町村が「奈良モデル」

の詳細検討を行い、取り組みの詳細検討を行い、取り組みの詳細検討を行い、取り組みの詳細検討を行い、取り組み

が可能な業務から順次実行が可能な業務から順次実行が可能な業務から順次実行が可能な業務から順次実行

【【【【「奈良モデル」検討による成果「奈良モデル」検討による成果「奈良モデル」検討による成果「奈良モデル」検討による成果】】】】

・南和広域医療組合設立（南和地域の広

域医療体制の構築）(H23)

・市町村の橋梁長寿命化修繕計画の策定

に対し県が技術的支援を受託(H22～)

・市町村税の徴税強化のため７町による

ネットワーク型共同徴収の開始(H25～)

等

【【【【検討を開始した業務検討を開始した業務検討を開始した業務検討を開始した業務】】】】

・市町村国民健康保険のあり方

・県域水道ファシリティマネジメント

・循環型社会の構築（ごみの共同処理）

・市町村公営住宅の管理の共同化

・公共交通の確保に向けた検討 等

【【【【その他その他その他その他】】】】

・「奈良モデル」補助金による支援(H23～)

・「地域振興懇話会」の開催（H24～）

平成26年度～

県と市町村が協働で事業を県と市町村が協働で事業を県と市町村が協働で事業を県と市町村が協働で事業を

実施するなど、新たな取り組実施するなど、新たな取り組実施するなど、新たな取り組実施するなど、新たな取り組

みにより「奈良モデル」が更みにより「奈良モデル」が更みにより「奈良モデル」が更みにより「奈良モデル」が更

に進展に進展に進展に進展

【【【【「奈良モデル」検討による成果「奈良モデル」検討による成果「奈良モデル」検討による成果「奈良モデル」検討による成果】】】】

・奈良県広域消防組合発足(H26)

・県と市町村との「まちづくり連携協定」を６

市と締結(H26)

【【【【検討を開始した業務検討を開始した業務検討を開始した業務検討を開始した業務】】】】

・市町村と連携したエネルギー政策

・子ども・子育て支援事業計画の推進への

支援

・保健師ネットワークの強化

・市町村のファシリティマネジメントの支援

等

【【【【これから検討を深めていく業務これから検討を深めていく業務これから検討を深めていく業務これから検討を深めていく業務】】】】

・地域医療ビジョン策定に向けた連携

・新たなパーソネルマネジメント

・教育行政にかかる連携 等

【【【【その他その他その他その他】】】】

・連携・協働に取り組む市町村への県の財

政支援スキームの充実(H27～）



「奈良モデル」は新たな広域連携の取組として国からも高く評価。「奈良モデル」は新たな広域連携の取組として国からも高く評価。「奈良モデル」は新たな広域連携の取組として国からも高く評価。「奈良モデル」は新たな広域連携の取組として国からも高く評価。

（１）参議院総務委員会参議院総務委員会参議院総務委員会参議院総務委員会 （平成２６年５月２０日）（平成２６年５月２０日）（平成２６年５月２０日）（平成２６年５月２０日）

地方自治法の一部を改正する法律案における「地方公共団体が

相互に連携する際の基本的な方針を定める連携協約制度」の国

会審議に際し、参議院総務委員会の参考人質疑が行われ、参考

人の一人として、「奈良モデル」について説明。

「奈良モデル」がこれからの地方自治の“流儀”のモデルに

（２）地方地方地方地方制度調査会専門小委員会制度調査会専門小委員会制度調査会専門小委員会制度調査会専門小委員会 （平成２７年１月２８日）（平成２７年１月２８日）（平成２７年１月２８日）（平成２７年１月２８日）

国の地方制度調査会専門小委員会からの要請により、人口減少

社会における都道府県の役割について発言する機会があり、「奈良モ

デル」の考え方とこれまでの成果を紹介。
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国も「合併推進」から「連携」に方向転換

改正地方自治法（H26.5.30公布） ： 連携協約制度の導入



市町村の事務を、県と市町村の合意のもと県が委託を受けて代行市町村の事務を、県と市町村の合意のもと県が委託を受けて代行市町村の事務を、県と市町村の合意のもと県が委託を受けて代行市町村の事務を、県と市町村の合意のもと県が委託を受けて代行

○○○○ これまでに成果があった取組これまでに成果があった取組これまでに成果があった取組これまでに成果があった取組

・道路インフラの長寿命化・道路インフラの長寿命化・道路インフラの長寿命化・道路インフラの長寿命化
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1 市町村行政を県が受託市町村行政を県が受託市町村行政を県が受託市町村行政を県が受託

Ⅳ 奈良モデルの取組を様々な分野で発展させています

県県県県

市町村市町村

委託

市町村市町村

市町村市町村

市町村市町村

事務を代行



道路インフラの長寿命化

• 市町村の技術者の数が減少傾向。12市町村は土木技術職員が０人０人０人０人（平成22年当時）

• 橋梁長寿命化修繕計画の策定が義務化

（垂直補完の実施）（垂直補完の実施）（垂直補完の実施）（垂直補完の実施）

・平成22年度から、市町村の橋梁長寿命化修繕計画橋梁長寿命化修繕計画橋梁長寿命化修繕計画橋梁長寿命化修繕計画の策定に対し、県からの技術的支援を実施（市町

村から県が受託）

・橋梁長寿命化修繕計画は、まず『点検』を実施し、その結果に基づき『計画策定』を行う。

・平成24年度末には全市町村の橋梁点検が完了橋梁点検が完了橋梁点検が完了橋梁点検が完了

（15/39市町村が県に委託）

・平成25年度末には全市町村の計画策定が完了計画策定が完了計画策定が完了計画策定が完了

（32/39市町村が県に委託）

※計画策定により、修繕工事が本格化

発想の契機

連携内容

実績

関係者の反応

4

奈良モデル取組事例奈良モデル取組事例奈良モデル取組事例奈良モデル取組事例

(これまでこれまでこれまでこれまでに成果に成果に成果に成果)



市町村の財政健全化に向け、県が継続的に指導・助言を行うとともに、徴税率の市町村の財政健全化に向け、県が継続的に指導・助言を行うとともに、徴税率の市町村の財政健全化に向け、県が継続的に指導・助言を行うとともに、徴税率の市町村の財政健全化に向け、県が継続的に指導・助言を行うとともに、徴税率の

向上に向けたノウハウ・スキルの共有化の支援や人的支援を実施。向上に向けたノウハウ・スキルの共有化の支援や人的支援を実施。向上に向けたノウハウ・スキルの共有化の支援や人的支援を実施。向上に向けたノウハウ・スキルの共有化の支援や人的支援を実施。

○○○○ 現在推進中の取組現在推進中の取組現在推進中の取組現在推進中の取組

・市町村税の徴税強化・市町村税の徴税強化・市町村税の徴税強化・市町村税の徴税強化

・財政健全化支援（高金利の地方債の繰上償還）のための無利子貸付・財政健全化支援（高金利の地方債の繰上償還）のための無利子貸付・財政健全化支援（高金利の地方債の繰上償還）のための無利子貸付・財政健全化支援（高金利の地方債の繰上償還）のための無利子貸付
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2 県が市町村財政を助ける県が市町村財政を助ける県が市町村財政を助ける県が市町村財政を助ける

市市

町町 村村

県県県県

（市町村間連携・協働）

市町村市町村市町村市町村

（財政健全化に向けた指導・助言）
（支援）

徴収率向上徴収率向上徴収率向上徴収率向上

財政健全化財政健全化財政健全化財政健全化

Ⅳ 奈良モデルの取組の実例



4,580 

4,390 4,384 4,346 
4,163 

4,087 
3,945 

5,553 5,976 6,094 6,222 6,513 6,666 
6,804 

1,107 1,107 1,107 1,107 1,050 1,050 1,050 1,050 1,026 1,026 1,026 1,026 1,043 1,043 1,043 1,043 1,069 1,069 1,069 1,069 1,062 1,062 1,062 1,062 1,104 1,104 1,104 1,104 

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

21 22 23 24 25 26 27

(億円)

(年度)

県債残高および県税収入額の推移

10,478
10,367

10,134

10,676

※四捨五入の関係で端数において一致しない場合があります。
自前の財源で返済する県債交付税措置のない県債の残高／県税収入額 ４．１倍 ４．２倍 ４．３倍 ４．２倍

10,568

返済時に地方交付税によ
り手当される県債

３．８倍 ３．６倍３．９倍

交付税措置のある県債 交付税措置のない県債 県税収入額
10,753 10,749

県税等の自前の財源で返済する県債は減少している。県税等の自前の財源で返済する県債は減少している。県税等の自前の財源で返済する県債は減少している。県税等の自前の財源で返済する県債は減少している。

［県の財政は概ね堅調に推移］［県の財政は概ね堅調に推移］［県の財政は概ね堅調に推移］［県の財政は概ね堅調に推移］

1. 県と市町村の財政状況県と市町村の財政状況県と市町村の財政状況県と市町村の財政状況

6



○平成２５年度の経常収支比率の県内市町村平均は０．４ポイント改善し、全国平均が０．５ポイント改善したことから、

全国順位は４４位。（前年度４３位）

○全国１，７４２団体中、１，０００位以下の団体が県内に２６団体あるなど、財政が硬直化した団体が多い。
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［市町村財政は低調］［市町村財政は低調］［市町村財政は低調］［市町村財政は低調］

経常収支比率（奈良県市町村平均）と全国平均の比較経常収支比率（奈良県市町村平均）と全国平均の比較経常収支比率（奈良県市町村平均）と全国平均の比較経常収支比率（奈良県市町村平均）と全国平均の比較



○県内各市町村の経常収支比率を全国平均を目安に「健康」と「要治療」に区分し整理。

○「要治療」領域に属する２２団体のうち、宇陀市など１１団体が前年度よりも改善し、御所市など１１団体が前年度よりも悪化。

「健康」領域に属する１７団体のうち、山添村など９団体が前年度よりも改善し、野迫川村など８団体が悪化。

8

県内市町村の経常収支比率県内市町村の経常収支比率県内市町村の経常収支比率県内市町村の経常収支比率

全国平均（９０．２）以上 全国平均（９０．２）未満

改
善

悪
化

「要治療」であるが前年度よりも改善

「要治療」であるが前年度よりも悪化

「健康」でかつ前年度よりも改善

「健康」であるが前年度よりも悪化

山添村 89.0

96.2

△7.2ﾎﾟｲﾝﾄ 十津川村 76.9

81.0
△4.1ﾎﾟｲﾝﾄ 生駒市 85.8

89.2
△3.4ﾎﾟｲﾝﾄ 三郷町 87.9

91.0
△3.1ﾎﾟｲﾝﾄ香芝市 87.7

89.7△2.0ﾎﾟｲﾝﾄ 下北山村 78.4

80.4 △2.0ﾎﾟｲﾝﾄ 川上村 77.3

78.7 △1.4ﾎﾟｲﾝﾄ 三宅町 87.5

88.6 △1.1ﾎﾟｲﾝﾄ葛城市 85.7

86.1 △0.4ﾎﾟｲﾝﾄ

天理市 100.6

100.5 ＋0.1ﾎﾟｲﾝﾄ平群町
95.6

95.3
+0.3ﾎﾟｲﾝﾄ高取町

92.7

92.1 ＋0.6ﾎﾟｲﾝﾄ王寺町
93.6

92.9 ＋0.7ﾎﾟｲﾝﾄ 広陵町
94.2

93.1 ＋1.1ﾎﾟｲﾝﾄ吉野町
97.0

95.5 ＋1.5ﾎﾟｲﾝﾄ黒滝村
95.1

93.3 ＋1.8ﾎﾟｲﾝﾄ
五條市

93.4

91.7 ＋1.7ﾎﾟｲﾝﾄ 上牧町
91.4

89.9 ＋1.5ﾎﾟｲﾝﾄ下市町
98.8

96.6 ＋2.2ﾎﾟｲﾝﾄ御所市
101.3

96.0 ＋5.3ﾎﾟｲﾝﾄ
東吉野村

89.9

89.7 ＋0.2ﾎﾟｲﾝﾄ田原本町
89.8

89.5 ＋0.3ﾎﾟｲﾝﾄ 天川村
82.5

81.9 ＋0.6ﾎﾟｲﾝﾄ御杖村
87.6

86.0 ＋1.6ﾎﾟｲﾝﾄ 川西町
83.3

81.4 ＋1.9ﾎﾟｲﾝﾄ上北山村
70.3

67.8 ＋2.5ﾎﾟｲﾝﾄ
１１団体（前年度９団体） ９団体（前年度１０団体）

１１団体（前年度１３団体） ８団体（前年度６団体）

明日香村 97.0

98.5 △1.5ﾎﾟｲﾝﾄ大和郡山市 91.0

92.1 △1.1ﾎﾟｲﾝﾄ 大和高田市 93.9

94.8 △0.9ﾎﾟｲﾝﾄ 安堵町 90.5

91.3 △0.8ﾎﾟｲﾝﾄ桜井市
98.7

98.8 △0.1ﾎﾟｲﾝﾄ
宇陀市 94.2

96.5

△2.3ﾎﾟｲﾝﾄ河合町 96.1

98.7

△2.6ﾎﾟｲﾝﾄ 曽爾村 90.4

92.2

△1.8ﾎﾟｲﾝﾄ 橿原市 93.8

95.5

△1.7ﾎﾟｲﾝﾄ
奈良市

97.5

97.6 △0.1ﾎﾟｲﾝﾄ 斑鳩町
95.2

95.3 △0.1ﾎﾟｲﾝﾄ
大淀町

89.1

87.2 ＋1.9ﾎﾟｲﾝﾄ野迫川村
76.2

68.8

+7.4ﾎﾟｲﾝﾄ



発想の契機

• 徴収業務に関するノウハウ及びスキルの共有化ノウハウ及びスキルの共有化ノウハウ及びスキルの共有化ノウハウ及びスキルの共有化を図り、もって県内全体の徴収力強化を目指す必

要性

• 地域に密着した市町村では、地元有力者の滞納に対して、強制徴収を行うことにためらい強制徴収を行うことにためらい強制徴収を行うことにためらい強制徴収を行うことにためらいがある場

合もあり、県職員が代わって働きかける必要性

連携の内容

• 各市町村別に徴収率を公表徴収率を公表徴収率を公表徴収率を公表。羞恥心に訴えかける。

• 県職員を市町村に派遣し、常駐させる「常駐派遣常駐派遣常駐派遣常駐派遣」及び１ヶ月に数回、必要な助言、技術指導等を

行う「随時派遣随時派遣随時派遣随時派遣」を併用し、県と市町村が協働して、滞納繰越分を中心に滞納整理を実施

• 職員派遣型協働徴収

大和高田市、香芝市、県職員で相互に徴収職員を併任相互に徴収職員を併任相互に徴収職員を併任相互に徴収職員を併任、

派遣。市税徴収率（滞繰）の向上及び差押え件数増加

• ネットワーク型協働徴収

川西町、三宅町、田原本町、上牧町、王寺町、広陵町及

び河合町の７自治体で滞納案件を持ち寄り滞納案件を持ち寄り滞納案件を持ち寄り滞納案件を持ち寄り、徴収のため

の事例研究を行い、滞納整理ノウハウを共有

連携の実施

関係者の反応

• 県内市町村の平均徴収率が上昇

（全国順位 H19：38383838位位位位、H20：37位→H25：３１位３１位３１位３１位)

• 徴収ノウハウ・スキルの共有により、各自治体の徴収力の

向上につながり、職員派遣型及びネットワーク型双方の取

組を県内で拡大していこうとの意識が高揚

012345678910111213

Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５順位 県内１２市の市町村税徴収率順位の推移（過去５ヶ年度分）県内１２市の市町村税徴収率順位の推移（過去５ヶ年度分）県内１２市の市町村税徴収率順位の推移（過去５ヶ年度分）県内１２市の市町村税徴収率順位の推移（過去５ヶ年度分）過去３ヶ年度１位を継続 現年課税分徴収率の改善により順位上昇
宇陀市生駒市大和高田市天理市奈良市御所市
五條市香芝市橿原市葛城市大和郡山市桜井市

過去４ヶ年度最下位を継続
滞納繰越分徴収率の改善により順位上昇

市町村税徴収率の過去5年の推移（12市分）

9

2. 奈良モデル取組事例奈良モデル取組事例奈良モデル取組事例奈良モデル取組事例(現在推進中現在推進中現在推進中現在推進中)
市町村税の徴税強化
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奈良市大和高田市 大和郡山市天理市 橿原市

桜井市
五條市

御所市

生駒市 香芝市
葛城市

宇陀市
山添村

平群町

三郷町
斑鳩町安堵町 川西町

三宅町田原本町曽爾村
御杖村 高取町

明日香村
上牧町 王寺町

広陵町
河合町 吉野町大淀町

下市町
黒滝村天川村野迫川村

十津川村 下北山村上北山村川上村

東吉野村

▲ 2.5

▲ 1.5

▲ 0.5

0.5

1.5

2.5

3.5

4.5

5.5

6.5

7.5

8.5

88.5 90.5 92.5 94.5 96.5 98.5ﾜｰｽﾄ 市町村税徴収率（Ｈ２５：県平均９３．３%） ﾍﾞｽﾄ
徴収率改善ポイント プラス徴収率改善ポイント マイナス 徴収率県平均以上徴収率県平均未満

最近５年間で徴収率の改善が良好で、県平均徴収率を上回る市町村県平均徴収率改善ﾎﾟｲﾝﾄ（2ﾎﾟｲﾝﾄ）
最近５年間で徴収率の改善が芳しくなく、依然、県平均徴収率を下回る市町村

○県内市町村税徴収率平均は改善○県内市町村税徴収率平均は改善○県内市町村税徴収率平均は改善○県内市町村税徴収率平均は改善傾向で推移している。傾向で推移している。傾向で推移している。傾向で推移している。・県平均・県平均・県平均・県平均H21：：：：91.3%→H25：：：：93.3%
最近５年間で徴収率の改善が良好であるものの、依然、県平均徴収率を下回る市町村

最近５年間で徴収率の改善は芳しくないものの、県平均徴収率は上回っている市町村

12.5
改善
税徴収率改善ポイントの状況（Ｈ２１←Ｈ２５）
悪化

3. 市町村税収率の改善ポイント市町村税収率の改善ポイント市町村税収率の改善ポイント市町村税収率の改善ポイント(H21→H25）と徴収率の状況）と徴収率の状況）と徴収率の状況）と徴収率の状況


